
令和８年６月定例会 

総務委員会 

 

危機管理部長説明要旨 

 

危機管理部長の中村でございます。 

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

はじめに、今月３日、本県に上陸した台風第６号は、県内各地に暴風や豪雨をもた

らし、道路陥没や床下浸水などの被害が発生しました。 

被災された方々に心から御見舞いを申し上げます。 

今回の台風では、市町村においては高齢者等避難の早期発令や、県においては市町

村から情報収集するため、東牟婁振興局管内の市町村に振興局職員をリエゾンとして

派遣するなど、事前の対策を講じました。 

大雨の影響により、一時は、古座川や太田川などにおいて、氾濫発生もしくは氾濫

の危険が高まる極めて緊迫した事態となりましたが、住民の皆様の適切な避難行動や

市町村の迅速な対応により、重大な人的被害を未然に防ぐことができました。 

今後とも、気象台や市町村、関係機関との連携を強化し、より迅速かつ適切な対応

に繋げてまいります。 

 

また、今月８日にフィリピン付近で発生した地震による津波注意報の発表に際しま

しては、まず市町村に対して、「海岸には近づかないよう注意する」など住民等への

呼びかけを促しました。また、水門・樋門等の閉鎖、市町村や関係機関からの情報収

集に努めました。 

津波による被害はございませんでしたが、今後も災害への警戒を怠ることなく、防

災・減災対策に取り組んでまいります。 

  

それでは、危機管理部の主な取組について、御説明申し上げます。 

 

まず「南海トラフ地震に係る被害想定の見直し」について、現在、本県でも約１０

年ぶりとなる「被害想定」の見直し作業を進めておりますが、本年３月には、最新の

知見に基づき「地震動予測」および「津波浸水想定」をとりまとめ公表いたしました。   



今回の公表では、一部の市町村において、最大震度や津波の到達時間等が前回の 

平成 25年及び 26 年の想定から変動しております。 

公表に際しては、結果に一喜一憂することなく、これまでどおり「住宅の耐震化」、

「家具固定の推進」、「避難経路の確認」などの自助の取組や地域での共助の取組を進

めていただくよう、知事から県民の皆様へメッセージを発信したところです。 

なお、人的・建物被害などの新たな「被害想定」につきましては、命を守るための

対策と併せて今年度中の早期公表を目指し、進めてまいります。 

 

次に、「防災訓練」について、御説明申し上げます。 

南海トラフ地震等の大規模災害に迅速かつ的確に対応するため、11 月に石油コン

ビナート等総合防災訓練、１月に警察の近畿管区広域緊急援助隊合同訓練と共催で県

総合防災訓練を実施する予定としております。各種訓練を通じて、自衛隊、消防、警

察等の防災関係機関との関係構築、連携強化を引き続き図ってまいります。 

 

続きまして、今議会に提出しております危機管理部関連の議案について御説明申し

上げます。 

 

まず補正予算案について、御説明申し上げます。 

補正予算説明書（追加）の「出」の１ページをお開き願います。 

 

第２款「総務費」第６項「防災費」で、２億 6,310 万９千円の増額をお願いして

おります。 

内容としたしましては、今夏、国が実施する電気都市ガス料金補助金と併せ、国の

支援対象となっていないＬＰガスの一般消費者等の負担軽減を図るため、１世帯あた

り 1,000 円を上限に支援するもので、ガス販売事業者に対し値下げ相当分を補助い

たします。 

 

次に、令和７年度予算の繰越使用報告について御説明申し上げます。 

繰越使用報告書２ページをお開き願います。 

 

まず繰越明許費について、 

第２款「総務費」第６項「防災費」の「消防救急デジタル無線運営」の８億 3,937



万３千円につきましては、消防救急デジタル無線再整備工事において、市町村が実施

する消防指令システムの改修との調整過程で回線容量が当初の想定を上回ることが

判明し、これに対応する新たなシステム開発が必要となり、昨年度中の工事完成が困

難となったため、繰越を行ったものでございます。 

 

繰越使用報告書３ページをお開き願います。 

「総合防災情報システム運営」の 2,735 万円につきましては、ヘリコプターテレ

ビ受信設備再整備工事において、海外製の部品調達に不測の日数を要したことにより、

昨年度中の工事完成が困難になったことから、繰越を行ったものでございます。 

 

次に「地震・津波被害予測調査」の 5,947 万１千円につきましては、南海トラフ

地震の被害想定の見直しにおいて、時間差で発生する地震や災害関連死等の新たな事

項への対応に時間を要することが判明したことから、繰越を行ったものでございます。 

 

次に「ＬＰガス料金高騰対策支援」の 5 億 1,522万 8千円につきましては、 

１世帯あたり月 1,000 円を上限にＬＰガス料金の値下げを行うガス販売事業者に対

する３か月間の支援のうち、４月及び５月検針分の支援等の執行が令和７年度中に完

了しないため、繰越を行ったものでございます。 

 

私からは以上でございます。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

 




